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研究要旨 

本研究は、障害福祉サービス事業所等において強度行動障害者への質の高い支援が全国に広がっているか

どうかを検証し、その支援の結果として行動障害の軽減が図られ、社会生活を快適に過ごせる事例を多く生

み出している地域の取り組み（条件）を明らかにすることで、今後の強度行動障害者支援に関する施策の在

り方について提言することを目的とする。 

平成 28 年度は、1)支援者が標準的な支援を学ぶために、2)支援の質の高い事業所運営に向けて、3)地域に

おけるモデル的な施策とネットワーク構築の３つのポイントから、アンケート調査や訪問・ヒアリング調査を

行い、その結果を専門部会ならびに研究検討委員会で議論し、現状の課題の整理と今後の可能性についてまと

めた。 

強度行動障害者支援の初級的な研修に位置づけられる強度行動障害支援者養成研修は、毎年概ね全国で１

万人規模の修了者を出すまでに成長しているが、「より専門的で実際の現場で変化が見られる人材養成の仕組

みのニーズが高い」、「様々な規模等、強度行動障害者支援の役割が異なる事業所の支援の質を統一した視点

で評価することは困難であるが、いくつかの共通した視点が存在することの質を評価する視点が異なるこ

と」、「ある程度の人口のある圏域単位で強度行動障害の施策やネットワーク構築が必要であること」が課題

として明らかになった。また、これらの課題解決に向けて、いくつかの地域・事業所で実践が行われているこ

とも分かった。平成 29 年度は、先行事例を集めると共に、各課題を総合的にまとめて政策提言する。 
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A.研究目的 

強度行動障害者の問題が再認識され、全国

的な研修や複数の専門チームによる研究が行

われるようになったのは、ここ数年のことであ

る。しかし、依然として強度行動障害者に対す

るサービスの拒否等の現状は存在しており、家

族会等から早急な対策の要望が出されている（

木村,2014）。また、強度行動障害者への痛まし

い虐待事件も発生しており（千葉県社会福祉審

議会,2014）、行動障害ゆえに地域生活の継続が

困難になった者の長期的な追跡調査もこれま

で行われていない。 

本研究において、最近の研究成果をまとめ

るとともに、障害福祉サービス事業を中心に地

域で多分野が連携することで、行動障害の軽減

が図られ、社会生活を快適に過ごせる事例を多

く生み出している地域の取り組み（条件）を明

らかにすることを目的に、以下の３つの研究を

行う。 

1) 強度行動障害支援者養成研修（含む行動援

護従業者養成研修）の実施状況ならびに修

了者数の把握と都道府県等における質の

高い研修が実施できるようにサポートを

行う。 

2) 事業所における強度行動障害者支援の質

を客観的に把握する指標を作成し、標準的

な支援方法の実施状況と合わせ、全国の事

業所のサンプル調査を行う。同時に、強度

行動障害者支援に向け支援方針を大きく

変更し、サービスの質が向上した事業所の

実態調査を行う。 

3) 強度行動障害者支援を先駆的に行ってき

た事業所の長期間の支援事例の検討とあ

わせ地域における強度行動障害者支援の

モデル支援事例を検討する。 

 

B.研究方法 

平成 28 年度は、大きく以下の３つの研究を

実施した。 

 

1) 支援者が標準的な支援を学ぶために：強度

行動障害支援者養成研修のサポートデス

クを設置し、同研修のモデルプログラム 

(指導者研修）の内容の改定を行うと同時

に各都道府県で実施されている同研修（含

む行動援護従業者養成研修）の実施をサポ

ートする他、平成 28 年度の実施状況なら

びに修了者数といった量的な視点からの

評価を行う（都道府県悉皆）。また、地域

毎の同研修の開催方法の工夫や課題を調

査し、さらに都道府県や市町村独自で実施

されている強度行動障害者支援に関する

様々な人材養成事業等のヒアリング調査

を行い、その内容と効果について考察す 

る。 

2) 支援の質の高い事業所運営に向けて：研修

で定められている標準的な支援方法が、実

際に事業所等でどのように応用されてい

るか実態調査ならびに評価を行い、強度行

動障害支援者養成研修を効果的にするた

めの課題と解決策を明確にする。同時に、

強度行動障害者支援の実績ならびに成果

をあげている障害福祉サービス事業所等

の特徴を明らかにし、障害福祉サービス事

業所等における強度行動障害者支援のサ

ービスの質が客観的に見える指標の検討

を行う。 

3) 地域におけるモデル的な施策とネットワ

ーク構築：強度行動障害特別処遇事業当時

から長期間支援を行っている事業所にお

ける事例検討ならびに追跡調査から、医療

機関との連携を含め、効果的な支援やサー

ビス内容を明確にする。同時に、障害福祉

サービス事業ならびに地域の関係機関と

の連携を含めた、地域単位で求められる強
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度行動障害者支援の在り方についてもモ

デルとして提案する。 

 

C.研究結果 

1) 支援者が標準的な支援を学ぶために：①強

度行動障害支援者養成研修は平成 27 年度

より全国 47 都道府県すべてで実施されて

おり、平成 28 年度において基礎研修修了

者が 1万人を越え、実践研修修了者も 5千

人程度になるものと推計された。また、強

度行動障害支援者養成研修と同一のカリ

キュラムで実施されている行動援護従業

者養成研修についても 17 都道府県で開催

されており、平成 28 年度に 1,600 人程度

が修了しているものと考えられる（p27 参

照）。②各都道府県で実施している強度行

動障害支援者養成研修は、研修実施事業者

の指定により実施する件数が増えており、

頻繁に研修を開催し修了者数を増やして

いる自治体が増えてきた（例：千葉県では

基礎研修修了者を 1,588 人見込んでい 

る）。しかしながら、「研修ニーズに応じた

研修の開催が困難」「研修講師の確保が難

しい」とする意見も存在し、都道府県毎に

強度行動障害支援者養成研修実施上の課

題は異なっている（p26 参照）。③都道府県

からは、強度行動障害支援者養成研修を 

きっかけに、事業所へのフォローアップな

いしより理解を深めるカリキュラム開発

が課題であり、強度行動障害者支援の現場

の底上げを目指した仕組みに対する関心

が高い。このような課題解決に向けて、都

道府県独自で研修事業を展開している事

例についてヒアリング調査を行ったとこ

ろ、一定の成果を上げていることが分かっ

た（p27 参照）。 

2) 支援の質の高い事業所運営に向けて：①強

度行動障害者支援として成果を上げてい

る事業所の訪問・ヒアリングデータをもと

に（のぞみの園において平成 27 年度に調

査した 16事業所、平成 28年度に訪問した

3事業所、さらに研究報告会での 4 事業所

の合計 23事業所）、事業所に求められるサ

ービスの質について、5 回の専門部会と 2

回の研究検討委員会において議論を行っ

た。その結果、強度行動障害者支援に特化

したサービスの質に関して、組織や事業所

の規模、地域の関係機関との連携状況によ

り、サービスの質の指標が異なるであろう

ことが共通認識された。また、事業所にお

けるサービスの質を評価に欠かせない視

点として、a)事業所が構造化を中心とした

支援に取り組み始めた当初の組織改革の

プロセス、b)強度行動障害支援者養成研修

における標準的な支援の提供状況、c)個別

支援計画やサービス等利用計画とのリア

ルタイムな連動、d)対象者の行動変容等の

客観的なアセスメントツールの活用等の

4点があげられた（p15 参照）。 

 

【研究検討委員会】 

第 1回研究検討委員会 

日時：平成 28 年 8月 8日：13:00-15:30 

場所：八重洲ホール（東京都中央区） 

参加：主任研究者・分担研究者・研究協力者合計

9人参加 

議題：平成 27 年度までの研究成果について、今

後の研究内容について、平成 28 年度研究計

画等 

第 2回研究検討委員会 

日時：平成 29 年 2月 15 日：13:00-16:00 

場所：八重洲ホール（東京都中央区） 

参加：主任研究者・分担研究者・研究協力者合計

11 人参加 

議題：平成 28 年度研究結果について、平成 29 年

度研究計画等 

 

【専門部会】 

第 1回専門会議 

日時：平成 28 年 6月 10 日：13:00-17:00 

場所：リファレンス駅東口（福岡市） 

参加：主任研究者・研究協力者合計 7人参加 

議題：強度行動障害支援者養成研修プログラムの

改定について、都道県研修の実施状況、事

業所の支援の質に関する評価、自治体単独

のモデル事業の実際について等 

第 2回専門会議 

日時：平成 28 年 9月 21 日：12:00-14:00 

場所：千葉県発達障害者支援センターCAS 東葛飾

（千葉県柏市） 

参加：主任研究者・分担研究者・研究協力者合計

5人参加 
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議題：強度行動障害支援者に対する集中支援研修

プログラムの実施と効果について、事業所

の支援の質に関する評価等 

第 3回専門会議 

日時：平成 28 年 11 月 7 日：10:15-16:40 

場所：品川フロントビル（東京都港区） 

参加：主任研究者・研究協力者合計 7人参加 

議題：強度行動障害者に対する長期の支援の成果

と課題、事業所の支援の質に関する評価等  

第 4回専門会議 

日時：平成 28 年 12 月 16 日：10:00-16:00 

場所：八重洲ホール（東京都中央区） 

参加：主任研究者・分担研究者・研究協力者合計

6人参加 

議題：事業所の支援の質に関する評価等 

第 5回専門会議 

日時：平成 29 年 1月 12 日：14:00-17:00 

場所：東横イン佐賀駅前（佐賀市） 

参加：主任研究者・分担研究者・研究協力者合計

9人参加 

議題：強度行動障害支援者養成研修プログラムの

改定について、都道府県研修の実施状況、

事業所の支援の質に関する評価等 

 

3) 地域におけるモデル的な施策とネットワ

ーク構築：強度行動障害者支援に特化した

独自の事業を展開している 3 つの自治体 

（千葉県、横浜市、福岡市）において、モ

デル事業を実施している事業担当者から

ヒアリングを行い、事業の目的と具体的な

展開とその成果、今後の展望と

課題について聞き取り、専門会

議において議論を行った。モデ

ル事業については、a)急性期の

行動障害に対する受け皿と短期

支援プログラムの開発、b)発達

障害者地域支援マネージャー等

の専門的人材のコンサルテーシ

ョンを中心とした取り組み、c)

相談支援や事業所を中心とした

ある程度の人口規模のある圏域

における継続的なネットワーク

構築、d)教育や医療と行った障

害福祉領域を越えた連携のあり

方といった４点からの取り組み

が行われていた（p17 参照）。 

D.考察 

平成 25 年より始まった強度行動障害支援

者養成研修は、都道府県地域生活支援事業とし

て広く運営されるようになり、平成 30 年度の

報酬改定までには、基礎研修 3万人、実践研修

1.5 万人程度の修了者が見込めるようになっ

ている。しかし、都道府県によっては、実施体

制や研修規模も異なり、同研修をサポートする

仕組は継続する必要があると考えられる。ま 

た、強度行動障害支援者養成研修より専門的 

で、実際の支援の現場の底上げが目に見える人

材養成のニーズも高い。 

「質の高いサービス提供が出来る事業所の

拡大」や「地域におけるモデル的なネットワー

ク支援の構築」については、「強度行動障害者

支援に携わる人材養成」と合わせて、連続的に

考える必要があり、専門部会ならびに研究検討

委員会の議論を経て、今後の方向性について、

図１の３階層と７つの課題に整理を行った（p

９参照）。また、それぞれの課題の個々について

は、先駆的に取り組みを始めている事業所や地

域が存在しており、このような先行事例の役割

等を包括的に整理し、今後の施策の方向性につ

いて次年度にまとめる予定である。 

 

G.研究発表 

 なし 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

 なし 

 

図１．強度行動障害者支援の 7つの課題と 3階層 


